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１．分析と解析手法の考え方
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②多様なモビリティの活用による
誰もが安全・快適に暮らせる地
域公共交通等、交通環境の維
持・確保

①多様な暮らしを支える集約型都
市構造の実現に向けたまちづく
り施策と交通施策との連携強化

④温暖化のリスク軽減・緩和に寄
与し、激甚化・頻発化する災害
に強い交通体系の実現

⑤新たな技術の活用による共創型
の都市マネジメント

交通量配分により、道路網を変更した
ことによる交通への効果や影響の分析
を実施。
行動と経済活動（消費額等）に関する
関係性の分析を実施。

AIオンデマンドや自動運転、新たなモ
ビリティ導入などのシナリオを設定し、
影響分析を実施することで今後の対応
を検討。

交通行動モデルを用いて、人口と交通
ネットワークの複数パターンの比較評
価を実施。

滞留人口とハザードマップの重ね合わ
せによるリスクの評価を実施。交通行
動モデルを用いて、災害発生時の走行
性を評価し、対応を検討。
人流に伴うCO2排出構造を分析し、脱
炭素に向けた都市交通施策を検討。

PTデータを定期的に取得し、各種施策
による都市交通の改善状況を把握し、
必要な場合は対応を検討。
多様な主体がPTデータを利用できる
データ環境の構築。

交通行動モデル
による

交通需要推計と
施策評価

PTデータの
現況集計分析

③都市圏の産業・経済活動を支え
る個性的な地域の育成と広域的
な地域間の対流促進

データの可視化
（ビジュアライ
ゼーション）

計画課題（更新版） 解析の考え方



１．分析と解析手法の考え方
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大ゾーン：15 小ゾーン：188中ゾーン：54

• 現況分析の基本となるゾーン単位を大ゾーンとし、移動目的別代表交通手段別発生集中量は大ゾーンレベ
ルで統計的精度を確保する。

• これにより、中ゾーンや小ゾーンでの現況集計において統計的精度が担保されなくなるということではな
く、集計値のクロス項目を限定することで集計分析することは可能。
例）中ゾーン別移動目的別代表交通手段別発生集中交通量 → 統計的精度は担保されない

中ゾーン別代表交通手段別発生集中交通量 → 統計的精度は担保される
中ゾーン別移動目的別発生集中交通量 → 統計的精度は担保される
小ゾーン別発生集中交通量 → 統計的精度は担保される

（１）「PTデータの現況集計分析」の方針



１．分析と解析手法の考え方
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参考：ゾーン体系

第5回調査 ゾーン数
○ 大ゾーン
・全般的な交通流動の大まかな傾向を把握
・統計的精度を担保する単位

15ゾーン

○ 中ゾーン
・圏域内の交通の大きな流れの把握
・サンプル調査とモデルによる推計値を活
用

54ゾーン

○ 小ゾーン
・人の動きの特徴を分析する単位
・サンプル調査とモデルによる推計値を活
用

188ゾーン

• 第5回PT調査の圏域のゾーニングについては、第4回調査時のゾーニングを基本とし、市街地の進展、新た
な開発や交通条件の変化、住居表示の変更に伴うゾーン境界の変更などを考慮して、必要に応じて分割を
実施する。

• 新たに加わる掛川市と菊川市については、都市OD調査のゾーンと道路交通センサスのゾーンをベースと
して、第4回調査の圏域内の市町と概ね同じゾーン規模となるようにゾーニングする。



１．分析と解析手法の考え方

R3小サンプルPT
トリップデータ（大
ゾーン精度+モデル用）

R3人口
（国勢調査をも
とに作成）

拡大係数
（R3)

マスターデータ
（R3）

大ゾーン別
外出率
（R3）

大ゾーン別
トリップ原単位

（R3）

大ゾーン間
目的別手段別OD

表（R3）

R3スクリーンライン
交通量

R3駅乗降客数

• 本体調査は、大ゾーンで統計的精度を担保する小サンプル調査に、利用が少ないバスや鉄道の移動実態を
把握する分を上乗せした規模で実施。

• トリップデータに拡大係数を付与することで大ゾーンを基本とした集計を可能にするとともに、アクティ
ビティモデルを用いた現況推計でより詳細なゾーンレベルの集計分析を実施。

• 現況推計用のアクティビティモデルを用いることで、将来推計による施策評価を実施。

※集計する
指標は一例

大ゾーン別
交通手段分担率

（R3）

：現況集計値

：推計値
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アクティビティ
モデル

中・小ゾーン別
外出率
（R3）

中・小ゾーン別
トリップ原単位

（R3）

中・小ゾーン間
目的別手段別OD

表（R3）

中・小ゾーン別
交通手段分担率

（R3）

将来推計
による
施策評価

（２）「交通行動モデルによる交通需要推計と施策評価」の方針

H27もしくはR2
道路交通センサス

OD交通量・路線交通量

整合
確保



１．分析と解析手法の考え方

• 調査結果より、生成したデータについては、過年度までは、CSVやテキストなどの形式で作成されたため、
行政においても担当者のみでの利用が困難。

• Excelなどの既存ツールなどを活用し、担当者自ら、データ利用できる環境を構築。

5

（３）「データの可視化」の方針

Excelを活用した可視化のイメージ



１．分析と解析手法の考え方

• 東京都市圏交通計画協議会では、PT調査データの行政担当者による利活用を促進するために、web上で
データをさわることができるwebアプリを公表している。

• データを調査時のみ使用するのではなく、行政担当者が日常的にデータに触れることができる環境を整え
ることが重要である。

6

参考：他都市圏での「データの可視化」の取組

東京PTインフォグラフの
活用シーン

https://www.tokyo-pt.jp/info_provision/



２．調査体系
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• 東遠都市圏（掛川市、菊川市）は、現西遠都市圏と日常的な生活圏としての関連が強いことから、一体の
都市圏として都市交通マスタープランを策定することが望ましいため、今回の調査から圏域を拡大し、浜
松市、磐田市、袋井市、湖西市、森町、掛川市、菊川市を対象とする。

（１）調査対象地域の拡大

・湖西市は、Ｈ22.3に新居町と合併
・東遠都市圏は、Ｈ24.3に都市交通マスタープランを策定

前回調査（平成19～21年度）
６市町
浜松市、磐田市、袋井市、
湖西市（新居町）、森町

今回調査（令和４～６年度）
７市町
浜松市、磐田市、袋井市、湖西市、
森町、掛川市、菊川市



２．調査体系
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• 西遠都市圏全体で標本数は1.1万人とする。
• このうち、9千人分は大ゾーンの目的別交通手段別発生集中交通量の統計的精度を確保するためのもの。
• 残りの2千人分は、交通行動モデルの構築に必要となる鉄道利用者のサンプルを確保するためのもの。
• 調査の実施にあたっては、標本数9,000サンプルの確保に向けて、想定回収率25%で調査を実施する。
• モデル構築に必要な2,000サンプルの確保に向けて、鉄道、バス利用者に対して想定回収率5%で調査を実
施する。

（２）統計的な精度担保とモデル推計に必要なサンプルの確保

西遠都市圏において
必要な総標本数

１.１万人

9,000人

2,000人

主に現状把握のために
必要な標本数

モデル構築のために
追加的に必要な標本数

大ゾーンで、『移動の目的別』
『代表交通手段別』の発生集中量
を精度担保するため

※次ページ参照

交通手段選択モデル（駅選択、端
末交通手段選択）の推定に必要な
鉄道利用者のサンプル数
1目的あたり概ね500人とし、
４目的×500人＝2千人
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• 大ゾーンで、『移動の目的別』『代表交通手段別』の発生集中量の精度担保には8,875人の標本が必要。
• 9,000人の標本数を確保することで、中ゾーンでは『移動の目的』もしくは、『代表交通手段』のいずれ
かでクロス集計しても統計的精度の担保が可能で、小ゾーンでも発生集中量の統計的精度の担保は可能。

ゾーン区分 カテゴリー 必要標本数

大ゾーン(15) 移動の目的(4) 代表交通手段(4) 8,875

移動の目的(4) － 2,203

－ 代表交通手段(4) 2,203

－ － 524

中ゾーン(54) 移動の目的(4) 代表交通手段(4) 31,437

移動の目的(4) － 7,990

－ 代表交通手段(4) 7,990

－ － 1,980

小ゾーン(188) 移動の目的(4) 代表交通手段(4) 102,810

移動の目的(4) － 27,451

－ 代表交通手段(4) 27,451

－ － 6,956

赤字：標本数約9千人で
精度担保が可能

相対誤差：0.20
信頼係数：1.96

標本数の単位：人

外国人を除く5歳以上人口：1,193,441人（R4年6月1日時点の住民基本台帳より）
原単位：2.57（H19西遠PTより）

参考：発生集中交通量の精度担保に必要な標本数

移動の目的：通勤・通学、業務、私事、帰宅の4目的
代表交通手段：鉄道、バス、自動車、徒歩・二輪（自転車含む）の4手段



２．調査体系
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• 総合都市交通体系調査の手引き（案）より、標本率とカテゴリー数は、次式の通り位置づけられている。
• この式よりrを逆算したものが統計上必要とされる標本率である。
• このrをもとに目標抽出率（有効サンプル率）を設定し、有効回収率を見込んで最終的な抽出率が決定さ
れる。

• 第5回調査では、カテゴリー数について、ゾーン数を15、目的分類を通勤・通学、業務、私事、帰宅の4目
的、手段分類を鉄道、バス、自動車、徒歩・二輪（自転車含む）の4手段として、標本数を算出すると、
8,875人となる。

参考：標本率の設定方法

( ) ( ) ( ) NrrZKKARSD −−= 11

ここで、RSD（A）：相対誤差（20%以下とする）

K：信頼係数（1.96とする）

N：母集団の大きさ（直前の住民基本台帳の5歳以上人口を推計し、生成原単位を乗じたもの）
・R4年6月1日時点の住民基本台帳の外国人を除く5歳以上人口：1,193,441人
・ H19西遠PTの原単位：2.57

ZK：カテゴリー数（基本ゾーン数×目的分類数×手段分類数）
・基本ゾーン数：15ゾーン
・目的分類数：通勤・通学、業務、私事、帰宅の4目的
・手段分類数：鉄道、バス、自動車、徒歩・二輪（自転車含む）の4手段

ｒ：標本率（0.8%）
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• これまでの調査での、「調査員による訪問配布・訪問回収」方式から、今回は「郵送配付・WEB又は郵送
回収」方式に変更する。
※訪問配布が困難なマンション等の増加、調査員募集の困難性に対応するため

• オンライン回答には、チェックシステムによる不明回答の削減、データ化のためのコスト削減、位置情報
等の入力支援機能による回答負担の軽減等のメリットがある。

• このため、オンラインによる回答を促進する、オンライン回答先行型調査手法を導入する。
• オンライン回答先行型調査手法では、「WEB回答の先行依頼段階」、「紙媒体調査票を含む回答依頼段
階」、「未回答世帯への再度の協力依頼段階」の3回に分けて調査を依頼する。

（３）WEB先行での調査方法

物件の印刷、
発送、返送の
部数を削減

データ化に要す
る費用を削減

調査依頼状（封書）の
準備・発送

・物件印刷（全調査世帯分）

PC、スマホで回答送信

自動でデータ化
・エディティング（エラーチェック等）

・コード表との紐付け

調査物件の準備・発送
・物件印刷（第1段回答なし分のみ）
・物件封入（第1段回答なし分のみ）

第1段：WEB回答
の先行依頼

第2段：紙媒体含む
回答依頼

第3段：未回答世帯への
協力依頼

紙で回答、返送
・世帯票（１枚）・個人票（人数分）

・返信用封筒

お礼状兼督促の
準備・発送

・物件印刷（第1段回答なし分のみ）回答のない
対象者

PC、スマホで回答送信

紙から手入力でデータ化
・エディティング（エラーチェック等）
・コーディング（ゾーン番号付与等）
・パンチング（電子データ入力）
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• 平日だけでなく、休日の行動を考慮した検討を行うために、従来の平日調査に加えて、休日調査を実施す
る。

• 次年度からの検討にあたっては、PT調査より取得した移動・活動に関するデータに加えて、既存データや
他の調査データについても関係者と調整し、収集・整理する。

（４）計画課題に対応した調査の実施

本体調査：個人の交通行動及び世帯・個人属性を把握
・平日調査（火・水・木のうち、1日の行動を把握する調査）
・休日調査（日曜日を基本に行動を把握する調査）
※調査対象地域内居住者（5歳以上）

ターミナル調査：公共交通利用者の個人の交通行動及び個人属性を把握

実態調査体系

主要道路の交通量データ（主要断面の交通量等）
主要鉄道駅別乗降人員データ（JR、遠州鉄道、天竜浜名湖鉄道）
バスの乗降者データ・バス停間利用者数等のICカードデータ
免許返納状況 等

関連データの収集（案）

※浜松市内の主要企業におけるテレワークなどの働き方に関する方針は、浜松市が実施する補完調査にて確認
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• 調査は、9月～11月の火・水・木曜日（前日または翌日が祝日の場合を除く）を対象に平日調査を実施す
ることを想定し、調査に向けた準備は、以下のスケジュールで実施する。

• 調査は、天候や交通条件による影響可能性を考慮し、３回に分けて実施する。

（１）調査スケジュール

＜調査に向けた準備＞

調査名簿の作成 住民基本台帳データの抽出 7/15まで

調査物件の作成 WEB回答依頼状（封書） 7/25まで

その他 8/8まで

サポートセンターの開設 9/1より12月上旬まで

＜ロット＞ 第1段（WEB先行調査日） 第2段（WEB・紙併用調査日）

第1ロット 平日：9/6～8、休日：9/11 平日：10/12～13、休日：10/16

第2ロット 平日：9/27～29、休日：10/2 平日：11/8～10、休日：11/13

第3ロット 平日：10/12～13、休日：10/16 平日：11/15～17、休日：11/20

予備ロット 平日：10/18～20、休日：10/23 平日：11/29～30、休日：11/27

※平日調査日の翌週末までを回答期限として、設定
※調査期限の3日前に届くように督促ハガキを発送
※第1ロット及び第2・3ロットのWEB先行段階での回収率を踏まえ、追加配布を検討

調整中
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• 調査物件は、「WEB回答の先行依頼段階」、「紙媒体調査票を含む回答依頼段階」、「未回答世帯への再
度の協力依頼段階」の3回に分けて調査を依頼することを念頭に7つの物件を作成。

（２）調査物件

○WEB回答の先行依頼用

①WEB先行依頼状（市町別） ：長３封筒（調査依頼・WEB回答方法の説明含む）

○紙媒体調査票を含む回答依頼

②依頼状（市町別） ：A4両面１枚（調査回答方法の説明含む）

③調査票（共通）：世帯票A3片面、平日個人票A3両面、休日個人票A3両面

④記入例（共通）：A３両面１枚（個人票の記入方法等）

⑤発送用封筒（市町別）：角２封筒

⑥返信用封筒 （共通）：角２封筒

○未回答世帯への再度の協力依頼

⑦督促状（市町別） ：はがき１枚



３．本体調査

15

①WEB先行依頼状

• WEB先行依頼状は、掲載情報を柔軟に調整可能、かつ高い開封率を見込めることから、封書での配布を想
定する。

封書 圧着はがき

掲載情報 ◎

•原稿サイズ、枚数を選択可能（コ
ストの関係を踏まえよう相談）
•情報量、レイアウト、内容を柔軟
に設定できる

△

•両面が使えるため通常のはがきより情
報量が多く掲載できる
•対象に高齢者等を含む場合、文字を大
きくする等、情報量・レイアウトが制
限される

開封率 ◎

•一般的に、請求書・行政文書等は
「はがき」⇒「封書」の順で内容
が重くなるため、差出人が行政の
場合、開封される可能性が高い

〇

•中身が見えないため、通常のはがきよ
り、受け取った方が中身を確認するた
めに開封したくなる効果がある

機密性 〇

•外からは中面が見えないため、個
人情報を含む内容も郵送可
※先行依頼状に個人情報は含まれな
いため形態による違いなし

〇

•外からは中面が見えないため、個人情
報を含む内容も郵送可
※先行依頼状に個人情報は含まれないた
め形態による違いなし

その他
留意事項 −

•はがきよりも発送コストが高い

−
•糊付け加工のため、湿気や熱に弱く、
発送・保管環境により不具合が生じる
点に留意が必要

〇郵送形態の特徴比較（封書・圧着はがき）
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①WEB先行依頼状（封筒）

＜裏面＞

＜表面＞



３．本体調査

17

①WEB先行依頼状
＜依頼文＞ ＜説明＞
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①WEB先行依頼状
＜個人配布カード：表面＞ ＜個人配布カード：裏面＞
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②説明資料
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③調査票（世帯票）
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③調査票(平日)
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③調査票(休日)
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④記入例（表）
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④記入例（裏）
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⑤発送用封筒
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⑥返信用封筒
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⑦督促状
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• WEB調査では、入力漏れ等への警告、位置情報検索、交通手段や経路情報の推定による入力支援、回答状
況管理等の機能を持つ、スマートフォンに最適化された調査システムを導入。

（４）WEB調査の概要

スマホへの最適化

警告画面

回収状況管理画面

交通手段・経路情報入力画面

位置情報の検索画面

西遠都市圏PT調査 管理画面
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• オンライン調査システムの全体手順は、回答用ページへのアクセス⇒ログイン手続き（ID、パスワード）
⇒世帯用の回答ページの表示⇒個人（5歳以上の世帯人員）による回答⇒確認・送信の流れで実施する。

（５）WEB調査の回答の流れ

　①ＰＴ調査のＨＰにアクセス
　　－キーワード検索（ＰＣ・スマホ・タブレット）
　　－ＱＲコード（スマホ・タブレット）
　　－調査目的、調査概要、Ｑ＆Ａなど掲載

　②ログイン画面
　　－調査説明資料（郵送）に記載したＩＤとパスワードを入力

正ＩＤ・ＰＷ

　③世帯票回答画面
　　－世帯票の設問を入力後、「次へ」をクリック

完全回答

　④管理画面（メインメニュー）
　　－個人ごとに「個人票（平日）」の回答状況管理
　　－未入力箇所がある場合はエラー表示

⑤世帯票修正
　－世帯員、自動車保有
　　等の回答を修正

⑥個人票の回答
　－個人票（５歳以上）

⑦ログアウト
　－一時中断

⑧管理画面（メインメニュー）
　－世帯全員分の回答が完了し、調査結果を送信
　－未回答者がいる場合は紙媒体で回答を確認

完全回答

完　了

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

エラー表示

ＮＯ

エラー表示

ＮＯ

エラー表示

ＹＥＳ

＜トップページのイメージ＞
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（５）WEB調査の回答の流れ
＜世帯データの入力イメージ＞ ＜個人データの入力イメージ＞

属性入力例 経路情報入力例
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• 郵送調査では、サンプルが少ない、公共交通利用者のトリップパターンを把握。

（１）調査概要

○調査目的

・アクティビティモデルの構築に必要となる公共交通利用者のトリップパターンを
把握

○調査手法

・鉄道及びバス利用者に対して、調査依頼状（はがき）を配布し、調査依頼

・調査依頼状に記載のQRコードより、WEB回答ページにアクセス、オンライン上で
回答

〇調査項目

・郵送調査と同じ（ただし、世帯票（一人分）と平日調査票のみ）

〇調査期間

・10月の火・水・木曜日（前日または翌日が祝日の場合を除く）

〇調査対象地点（調整中）

・各市町の主要駅、バスターミナル：浜松駅、新浜松駅、磐田駅、袋井駅 、鷲津駅、
掛川駅 、遠州森駅、菊川駅

※各地点、駅前バス停利用者も含め、調査対象

※駅での配布は、構外の改札から離れた場所で動線を妨害しないように実施
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（２）調査物件
＜表面＞ ＜裏面＞
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• PT調査のPRに向けて、ポスター・チラシ、広報誌、HPを基本に様々なコンテンツを組み合わせて実態調
査の周知を実施。

• 実施内容は、今後、関係機関と調整の上、具体化を進める予定。

（１）広報計画案

広報手段 対象都市 サイズ・形式など 物件準備期間など その他

ポスター・
チラシ

県・全市町 原則A1サイズ
（その他のサイズは要調整）

• 県・各市町庁舎に設置
• 公共施設は要調整

広報誌 県・全市町 【湖西市】A5判
【森町】約10×5ｃｍ
（段組記事版/縦書き）
【菊川市】9月号：A4 １ペー
ジまで【その他自治体】未定

9月号掲載：浜松市、磐田市、袋井市、掛川市、
菊川市、森町

10月号掲載：湖西市

静岡県は掲
載の仮エン
トリー中
（掲載可否
未定）

広報HP 県・全市町 ー ー ー

報道各社への
記者資料提供

県 ー ー ー

ラジオ 県、浜松市 SBS、K-MIX、コミュニティ
FM

ー ー

町内回覧板 森町、菊川市 ー ー ー

プレスリリース
配信サイト

浜松市 ー ー ー

Facebook 浜松市 ー ー ー

LINE 掛川市 ー ー ー

市配布物 湖西市 ー ー ー

バス電光掲示板 浜松市 ー ー ー
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・実態調査は、9月～11月にかけて実施予定。
・調査に向けた名簿準備のために、6月から抽出を開始。
・調査のPRに向けた広報は、8月下旬より開始予定。

主なスケジュール
○抽出対応：6月～7月中旬

○調査物件の印刷等：8月より

○実態調査：9月～11月

○広報（HP・ポスター等）：8月下旬～12月上旬

○オリジナルデータの作成：12月～3月


